
02年国調 372,760 人
27年国調 377,598 人
 増減率 -4,838 人 -1.28%

 5.1.1 368,785 人
 4.1.1 371,651 人  　 ０２年国調
 増減率 -2,866 人 -0.77%   　２７年国調

歳入総額
徴収済額 構成比 増減率 歳出総額

個人分 　 歳入歳出差引

法人分 　 翌年度へ繰越すべき財源
地方税 59,736,362 35.0 2.5 55,897,050 61.9 ○ 実質収支
地方譲与税 1,414,905 0.8 1.6 1,414,905 1.6 　 単年度収支
利子割交付金 20,981 0.0 △ 44.1 20,981 0.0 　 積立金
配当割交付金 253,638 0.2 △ 12.9 253,638 0.3 ○ 繰上償還金

183,370 0.1 △ 41.4 183,370 0.2 ○ 積立金とりくずし額
地方消費税交付金 10,038,221 5.9 4.4 10,038,221 11.1 ○ 実質単年度収支
ゴルフ場利用税交付金 51,216 0.0 4.1 51,216 0.1 ○ 職員数    給料月額
軽油・自動車交付金 0 0.0 0.0 0 0.0 ○

自動車税環境性能割交付金 92,007 0.1 △ 3.8 92,007 0.1 　 一般職員

法人事業税交付金 1,085,098 0.6 9.3 1,085,098 1.2 ○  うち消防職員

地方特例交付金 370,491 0.2 △ 62.2 370,491 0.4  目的税 ○  うち技能労務員

地方交付税 22,635,817 13.3 △ 4.1 20,334,214 22.5 　 教育公務員
内 普通交付税 20,334,214 11.9 △ 3.9 20,334,214 22.5 　 臨時職員

訳 特別交付税 2,301,603 1.4 △ 5.7 　
  （一般財源計） 95,882,106 56.2 0.3 89,741,191 99.4 　
交通安全交付金 61,941 0.0 △ 5.7 61,941 0.1 　

分担金・負担金 1,255,869 0.7 2.6 　    合      計

使用料 1,331,769 0.8 6.5 235,757 0.2    合     計

手数料 834,547 0.5 △ 0.5 　 ○ 定数
国庫支出金 30,737,314 18.0 △ 19.6 　 　
都道府県支出金 10,945,793 6.4 △ 4.9 　 ○ 1
財産収入 575,527 0.3 11.4 177,821 0.2 ○ 　 2
寄附金 973,518 0.6 △ 23.4 ○ 　 1
繰入金 588,179 0.4 76.6 ○ 　 1
繰越金 3,880,171 2.3 63.6 ○ 　 1
諸収入 17,439,321 10.2 59.2 98,520 0.1 　 ○ 37
地方債 6,170,300 3.6 △ 47.7 ○ 　
  歳入合計 170,676,355 100.0 △ 3.0 90,315,230 100.0 　 　

     区      分    決算額  Ａ   増減率 Aのうち普通建設事業費Aの充当一般財源等額

 基準財政収入額

 基準財政需要額
 標準税収入額等
 標準財政規模

25,928,244 15.7 2.1 23,441,201
17,027,186 10.3 △ 0.1 15,171,491
34,161,324 20.7 △ 12.8 9,752,758
16,506,945 10.0 2.0 16,476,779
16,502,667 10.0 2.0 16,472,501

4,278 0.0 △ 26.7 4,278

  　    －
76,596,513 46.4 △ 5.2 49,670,738   　    －
22,959,625 13.9 △ 8.1 16,473,516

1,920,119 1.2 △ 29.9 1,818,772

27,384,129 16.6 37.1 15,934,935

2,317,974 1.4 △ 13.6 1,638,910 法適用 職員数 減債
12,627,782 7.6 0.8 10,499,054 　 56 特定目的

662,532 0.4 △ 82.0 130,640 　 18 土地開発
8,459,306 5.1 2.1 269,224 　 0 定額運用

0.0   有 1 地方債現在高

14,513,954 8.8 △ 15.3 8,128,827 　 1
323,946 0.2 △ 19.5 323,604 水道事業   有 121 保証・補償

13,148,807 8.0 △ 8.2 7,414,598 下水道事業   有 65 その他

 補  助 5,384,094 3.3 △ 25.2 1,985,576 病院事業   有 0 実質的なもの

 単  独 7,764,713 4.5 9.0 5,429,022 観光施設事業 　 0 現年分 合  計

1,365,147 0.8 △ 51.5 714,229   有 0 99.6% 1

　 59 1 1

165,123,960 100.0 △ 2.9 102,925,706 　 11 1 1
（注）　１． 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

２． 構成比は区分毎に端数処理をしているため、各区分の計が合計等と一致しない場合がある。

令和４年度 人
口

産業構造・就業人口 面積 中核市
ふりがな ながの

 区   分 ０２年国調 ２７年国調 人口密度 446.5人 団体名  長野市  

834.81ｋ㎡
県名 長野県

コード番号 202011
市町村類型

地方交付税種地 Ⅰ－６

決算状況
台
帳
人
口

住
民
基
本

第１次 9,927 人 5.2 ％ 11,593 人 6.1 ％ 人口集中地区人口
区　分第２次 39,383 人 20.5 ％ 41,409 人 22.0 ％     272,005  人 令和４年度 令和３年度

  (単位 千円)          (単位 千円)

歳  入  の  状  況  （単位  千円・％）
         市  町  村  税  の  状  況    （単位  千円・％）  指定団体等

収
支
状
況

170,676,355 175,991,415
区     分

第３次 128,507 人 67.0 ％ 130,419 人 69.1 ％     255,665  人

基準税額×100/75 超過課税分収入済額  の指定状況 165,123,960 170,095,758

区分  決算額 構成比 増減率 経常一般財源等  構成比
 市町村 21,332,676 35.7 1.3

 民  税 5,719,796 9.6 1.2 4,691,140 1,357,571 低 開 発 1,758,529 1,864,685

21,905,848 新    産 5,552,395 5,895,657

山    振 3,793,866 4,030,972
 軽自動車税 1,326,126 2.2 6.8 1,296,043
 固定資産税 22,904,290 38.3 3.2 22,405,951

過    疎 △ 237,106 △ 413,735
 市町村たばこ税 2,373,472 4.0 5.6 2,274,461 準 過 疎 12,757 15,082
 鉱産税 辺    地 0 0

株式等譲渡所得割交付金  特別土地保有税 中部圏都市 0 0
   小     計 53,656,360 89.8 2.4 52,573,443 1,357,571 豪    雪 △ 224,349 △ 398,653
 法定外普通税

 Ａ (人)        Ｂ  (千円)    Ｂ／Ａ  (円)
都 市 計

区　分
1人当り平均給料月額

 旧法による税 農    振

農 工 導

一
般
職
員
等

2,506 821,459 327,797

農    構 478 153,169 320,437

内
 
 
訳

入湯税 36,212 0.1 59.1

6,080,002 10.2 3.7

市町村圏 41 16,262 396,634

林    構 107 37,082 346,5612,114,683

都市計画税 3,839,312 6.4 2.5

事業所税 2,204,478 3.7 5.2 5 1,349 269,8002,114,683

2,552 839,070 328,789
一部事務組合加入の状況

特別職等 給料(報酬)
適用開始年月日

1人当り平均給

適
用
税
率
の
状
況

市
町
村
民
税

個
人
分

均等割   3,500円

市
町
村
民
税

59,736,362 100.0 2.5 1,357,571

料(報酬)月額
２号 144,000円 退職手当 火葬場 (円)

 
法
人
分

均等割

１号 60,000円 議員公務災害 し尿処理

３号 156,000円 非常勤公務災害 林野  市町村長  ３１．１．１ 1,097,000

所得割

４号 180,000円 税等滞納整理 消防公務災害  副市長  ３１．１．１ 899,000
標準税率 ５号 192,000円 財産管理 小学校  教育長  ３１．１．１ 736,000

　 ２．１．１ 732,000
比率 1.0 ７号 492,000円 介護認定 農業共済事業  議会副議長 　 ２．１．１ 654,000
に対する ６号 480,000円 老人福祉 中学校  議会議長

606,000

固定資産税   1.4/100
９号 3,600,000円 ごみ処理
８号 2,100,000円 伝染病 後期高齢  議会議員 　 ２．１．１

性  質  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）
         目  的  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）

区       分
   指数等

  構成比  (単位 千円)

   議会費 697,115

法人税割 8.4/100

52,475,452

区分  決算額 構成比 増減率
充当

一般財源等額
 経常経費充当
一般財源等

 経常収支
比率

   総務費

0.4 △ 0.6 0 697,115
４
年
度

8,673,173

72,825,780
   民生費 59,113,334 35.8 △ 6.5 759,920 27,979,541 66,707,522

15,170,902 9.2 △ 14.4 636,947 12,415,441

90,613,583
 人件費 23,064,255 25.4    労働費 239,000 0.2 19.2 58,807

   衛生費 13,627,980 8.3 △ 23.9 271,180
172,409 財政力指数 0.72

           うち職員給    農林水産業費 2,222,722 1.3 11.2 877,587 1,579,085 実質収支比率        4.2 ％
 扶助費 8,917,593 9.8    商工費 20,624,809

内
訳

 元利償還金 16,472,501 18.1    消防費 4,844,290 2.9

     99.7 ％
 公債費 16,476,779 18.1    土木費 16,358,504 9.9 △ 10.7 6,426,952

12.5 63.6 950,178 5,339,438 経常一般財源等比率

2.2 284,061 4,177,001 公債費比率       8.6 ％
12,554,418 公債費負担比率       17.6 ％

4.9 2,883,175 12,147,021 起債制限比率 6.7 ％ 一時借入金利子 4,278 0.0    教育費 14,353,156 8.7

     （小計）
   災害復旧費 1,365,147 0.8

48,458,627 53.2    公債費 16,507,001 10.0 2.0 16,476,835 連結実質赤字比率
△ 51.5 714,229

健全化
判断
比率

実質赤字比率

実質公債費比率        4.9 ％

 維持補修費 1,472,288 1.6    前年度繰上充用金

 物件費 15,423,194 17.0    諸支出金

将来負担比率       27.7 ％

 補助費等 10,210,449 11.2      歳出合計 165,123,960 100.0 17,800,385

    うち一部組合負担金 1,635,939 1.8

公
営
企
業
等
の
状
況

   事業名 収支額 普通会計からの繰入額 国
保
事
業
の
状
況

加入世帯数

△ 2.9 13,148,807 102,925,706

基金
現在高

財調

43,881世帯

被保険者等数 65,293人

7,509,470
 繰出金 9,455,808 10.4 国民健康保険(事業) 1,078,416 2,540,000 (うち退職被保険者世帯数) (0) 15,101,643

1,190,708
 投資・出資金・貸付金 3,774 0.0 老人保健医療 0 0 (うち退職被保険者等数) (0) 179,591
 積立金     〃      (直診) 1,052 73,576

1,222,023 510,156 被保険者一人当たり費用 476,815円 　

一世帯当たり保険料調定額 140,878円 140,687,170

 投資的経費  経常経費充当一般財源等計 駐車場事業 0 0 一人当たリ保険料調定額 94,033円

 前年度繰上充用金 産業団地事業 50,200 0

１号被保険者数６５歳以上 111,780人 2,779,871

 うち
(減税補てん債・臨時財政対策債除く) 0 0 保険料調定額 7,519,305 　

普通建設事業費  経常収支比率   90.6 ％ 2,158,191 4,336,600
介
護
保
険
状
況

  (94.1 ％) 52 57,571

債務負担
行為(翌
年度以降
支出予定

額)

物件等購入 19,487,654
        うち人件費 85,024,140

市町村民税 0

失業対策事業費 ラスパイレス指数   100.2 介護保険事業 975,349 5,182,804

　　(1号被保険者)
徴
収
率

区   分 滞繰分

災害復旧事業費 歳入経常一般財源 93,887,030 観光施設事業 △ 11,837

   歳出合計      （４年４月１日現在） 後期高齢者事業 9,981 4,772,348 保険給付費

51,045 支払基金交付金 8,944,236

内
訳

31,888,531 税合計 0

　　(2号被保険者) 固定資産税 0


